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再    開     午前９時３０分 

 

○髙橋勝文議長 おはようございます。 

  ただいまから、本会議を再開いたします。 

  本日の欠席通告議員は松田 孝議員であります。 

  出席議員は定足数に達しておりますので、これより本日の会議を開きます。 

  本日の会議は議事日程第３号によって進めてまいります。 

 

一 般 質 問 

 

○髙橋勝文議長 日程第１、９月３日に引き続き、一般質問を行います。 

 

 

 一般質問通告書 

 平成２１年９月７日（月）                         （第３回定例会） 

番号 質 問 事 項 要          旨 質  問  者 答 弁 者

７ 市政全般について ①「市民参加のまちづくり」の現状と課

題 

市長がめざす協働のまちづくりとは 

②新たな視点に立った行財政改革につい

て 

③第５次振興計画の中間見直しについて

④市政執行の基本姿勢について 

１６番 

川 越 孝 男 

市 長

 

８ 

 

９ 

新型インフルエン

ザ対策について 

市立病院の経営健

全化と医療の確保

について 

感染予防と早期対策について 

 

①未収金の原因と対策について 

②ジェネリック医薬品の使用拡大につい

て 

１５番 

佐 藤 暘 子 

市 長

 

市 長

  ③医師の確保について 

④人工透析の診療科を設けることについ

て 

  

１０ 

 

 

１１ 

発達障害者への取

り組みについて 

 

乳幼児健康診査の

取り組みについて

 

①発達障害者への支援体制について 

②発達障害の早期発見として５歳児健診

の導入について 

①３歳児健診に視能訓練士による視覚検

査の導入について 

②新生児における聴覚検査の公費助成に

ついて 

１７番 

那 須   稔 

市 長

 

 

市 長
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    川越孝男議員の質問 

 

○髙橋勝文議長 通告番号７番について、16番川越孝男議員。 

   〔１６番 川越孝男議員 登壇〕 

○川越孝男議員 おはようございます。 

  いよいよ来年度の予算編成が本格化してまいります。市長は、３月の施政方針で、18年度から始

まった第５次振興計画の中間年度における見直しや、現在進められている行財政改革大綱も来年度

で終了することから、今年度中に新たな行財政改革大綱を策定することが明らかにされています。

加えて、先月30日に行われた第45回衆議院議員選挙において、国民は、現政権にノーを突きつけ、

政権交代を求めた結果、与党の惨敗、野党が圧勝しました。16日には、鳩山民主党代表が首班指名

を受け、連立内閣が誕生することは明らかであります。このことによって、国の政策が大きく転換

されることが想定されるわけであります。 

したがって、私は、これらの状況を踏まえ、基本的なことについて通告に基づき順次質問いたし

ますので、市長の率直な見解を伺いたいと思います。 

通告番号７、市政全般について。 

①の「市民参加のまちづくり」の現状と課題、市長の目指す協働のまちづくりについて、３点伺

います。 

一つは、本市では積極的なボランティア活動とともに、市民と企業、団体、行政が一体となり、

計画の策定、建設や整備などの実行、完成後の維持管理を含むグラウンドワーク手法によって、地

域の公園整備などが進められています。３日の質問でも指摘がありましたが、この手法をさらに推

進する上で、当局はどういった課題があるととらえているのか伺います。 

二つには、７年目を迎えた花咲かフェアＩＮさがえ、延べ5,983名のボランティアが協力された

とのことですが、実人数は何人か。また、団体の取りまとめでない自発的なボランティアは何人協

力いただいているのか伺います。 

三つには、市長が目指す協働のまちづくりとは、どういうものかお伺いしたいと思います。 

次に、②新たな視点に立った行財政改革について伺います。 

本市ではこれまで昭和61年、平成８年の二度にわたって、行政改革大綱がつくられ、さらに、平

成18年度には、現在の行財政改革大綱がつくられました。その中では、行財政改革大綱の方向性を

次のように述べています。 

「今後の自治体運営は、これまで以上にコスト意識を念頭に置いた行政資源の活用が求められて

いること。計画に対する評価を行い、常に財政の総枠を踏まえて、事務事業の見直しを行うととも

に、単に削減だけでなく、知恵を出し、より質の高いサービスを提供するよう努めること。また、

地方分権社会における自立した寒河江市の創出は、単に行政だけで実現できるものでないこと。地

域、企業、団体を含めた市民もまちづくりの主体となり、多くの人々と協働によりつくり上げてい

くものである。そこで、まちづくりの目標を共有し、それぞれが責任と役割を分担し、相互に協力

し合い、豊かな未来を築いていくというふうに、市民と行政の新しい関係づくりを目指すこと。さ

らに、厳しい財政状況の中で、市民の要望や時代の要請に的確にこたえ、市民サービスの向上を図

るとともに、業務にかかわる職員の意識改革を進める。」としています。 



その方向性に沿って行財政改革の視点として、①効率的で生産性の高い行財政基盤の確立②市民

と行政の協働による行財政運営の推進③市民サービスの向上と意識改革の三つを盛り込んだものと

なっています。この大綱も一定の成果をおさめ、来年度で終了するわけであります。 

市長は「今年度中に新たな行財政改革大綱を策定し、新たな視点に立った行財政改革に努めた

い」と言われています。 

そこで、３点について伺います。 

一つは、市長の言われる新たな視点とは、どういう視点か端的に伺います。 

二つには、これまでの削減一辺倒のマイナスの発想でなく、将来を見通しての投資も必要だと思

います。まずは人材の確保と人材育成です。職員の研修、教育は不断になされるべきだと思います。

特に、今日のように国の政策転換が想定される中にあって、市民生活の向上に結びつく行政を行う

ためには、必須の課題だと思います。市長の御見解を伺います。 

三つには、健全財政を確立するには、３カ年ローリングの実施計画による財政計画や自治体財政

健全化法による健全財政判断比率や公営企業の資金不足比率だけでは不十分だと思います。それは、

例えば、市庁舎などの公共施設の耐震工事は、平成27年までの６年間で完了しなければならないこ

とになっています。小中学校だけ見ても、24棟の耐震工事が必要であります。毎年均等に実施して

も来年度から毎年４棟ずつ工事をしなければなりません。さらに、市庁舎などもあるわけでありま

す。加えて、橋の改修なども出てきます。 

したがって、健全財政の確立には、中長期の財政計画が必要だと思います。確かに補助金や交付

金など、今後どうなるか不確定要素はあります。市税についても、景気の動向など、予測が困難な

ことも確かであります。しかし、歳入、歳出を含めた中長期の財政計画をつくることが無理にして

も、必ず支出をしなければならない財政需要見通しを示すべきだと思います。その上で、歳入を確

保しながら、それに合った事業選択をすることが今極めて重要になっていると思います。このこと

をしないで、財政健全化は不可能だと思いますが、市長の見解を伺います。 

次に、③第５次振興計画の中間見直しについて伺います。 

政権交代に伴って、国の政策転換も想定されるわけでありますが、そのような中で行われる中間

見直しについて３点伺います。 

一つは、見直しの目玉といいますか、ポイントは何か。また、数値目標の設定はなされる考えな

のか伺います。 

二つは、見直しに当たってのスケジュールはいかようなものなのか。 

三つは、協働のまちづくりの観点から、見直しの手法についてどのように考えておられるのか伺

います。 

次に、④の市政執行の基本姿勢について２点伺います。 

一つは、市職員組合に対する市長の基本的な考えを伺います。 

二つには、議会や市民の多様な意見に対する市長の基本的な考え方を伺います。 

以上、端的に質問しましたが、市長の率直な御見解を重ねてお願いし、第１問といたします。 
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○髙橋勝文議長 佐藤市長。 

   〔佐藤洋樹市長 登壇〕 

○佐藤洋樹市長 おはようございます。 

  川越議員からは市政全般についての私の基本的な姿勢というものについてのお尋ねであります。

順次お答えを申しあげたいというふうに思います。 

まず、市民参加のまちづくりの現状と課題という点の御質問でありましたけれども、御案内のと

おり、寒河江市におきましては、市民の皆さん、それから企業の皆さん、そして行政がそれぞれの

役割を果たしながら、市民の皆さんが主体となって地域社会の形成を図っていけるようにしていく

ということで、市民参加の協働のまちづくりを第５次の振興計画に掲げ、グラウンドワーク手法で

ありますとか、ボランティア活動によって、フラワーロード、さらには花いっぱいまちづくり推進

活動、公園の整備等のハード事業でありますとか、公園等の維持管理、河川の清掃活動、花咲かフ

ェア開催事業、さらにはこれから始まりますみこしの祭典等のイベント事業、そしてほたる祭り、

さらには水辺の夜会等のソフト事業などが行われてきているというふうに認識しているところであ

ります。 

特に、グラウンドワーク手法により、整備をされました公園につきましては、平成９年に寒河江

市のグラウンドワーク推進の基本的な考え方を示した市民参加のうるわしい快適環境づくり基本計

画を策定して以来、15カ所に及んできているわけであります。これもひとえに市民の皆さんの自治

意識の高揚によるものというふうに感じているところであります。改めて感謝申しあげる次第であ

ります。 

活動団体としては、町内会の皆さん、それからＰＴＡ、各種の有志団体に御活躍，御活動をいた

だいているわけでありますので、全町内会、さらには全市民の皆さんから何らかの形で御協力をい

ただいているということになろうかと思います。市民の皆さんには、複数の団体に所属されている

というために、御負担に感じられておられる方も中にはいらっしゃるかも知れないところでありま

す。つきましては、我々としては事業の必要性や効果などについて十二分に御説明をさせていただ

いて、御理解をいただいた上で、御参加いただくというのが基本であり、大切であろうというふう

に思っているところであります。 

そして、自分たちの住んでいる地域は自分たちで何とかしたいと。自分たちにできることはない

かというような気持ちを具体的な行動として起していただくことがいわゆる自発的なボランティア

としてさらに育っていくことではないのかというふうに考えているところであります。 

御指摘のような課題ということでありますけれども、例えば、公園の整備維持管理などについて

は、御案内のような人口減少、高齢化ということもあって、新たな公園の整備に伴う維持管理、そ

ういう負担がふえてくるというような懸念もあるわけであります。こうしたことにつきましては、

特定の地域だけが過大に負担にならないように、事業計画において、市全体の公園配置のバランス

を検討するとともに、維持管理に関する地域の皆さんの意向、将来の見通しを十分に確認した上で、

採択の可否について判断したいと思っているところであります。 

また、現状につきましても、必要に応じて調整を図っていかなければならないというふうに思っ

ているところであります。 



次に、協働のまちづくりについての御質問でありましたが、申しあげましたように、これまでグ

ラウンドワーク手法やボランティア活動による市民参加のまちづくりに取り組み、内外に誇れる実

績を重ねてきたものと認識しているところでありますが、私はさらにこれまでの市民参加型のまち

づくりから、市民主体のまちづくりへと進化をさせていきたいというふうに考えているところであ

ります。そのための一環として、地域座談会なども開催させていただいているところでありまして、

行政と地域住民の方々がお互いの情報を共有して、交換し合いながら、地域の課題を話し合い、解

決策を検討していく。そして、できることからスピーディに実践するなど、市民の皆さんにも大い

に協力していただく。そして、市政をより身近なものにしていただきたいというふうに考えている

ところであります。 

一つの例として、御案内かと思いますけれども、最上川緑地のグラウンド整備ということをやっ

ているわけでありますけれども、これまでの手法でありますれば、市が直接整備を行う大規模な公

園につきましては、市が原案を策定して、地元説明会などによって市民の皆さんに御意見をお聞か

せいただいていくという方法というものを進めてきたところでありますけれども、今回のケースに

おきましては、地元の組織でありますフラワーランド推進協議会と一体となって整備計画、その段

階から一緒になって策定をいただいているということであります。今後はこうしたワークショップ

的なやり方をいろいろな場面で導入し、市民の皆さんが主体となり、行政が協力をしていくという

まちづくりを進める。いわゆる協働のまちづくりをさらに展開していきたいというふうに考えてい

るところであります。 

次に、行財政改革についての御質問であります。 

現在の行財政改革大綱は、御案内のように、平成18年から22年までの５カ年を計画期間として平

成17年に策定したものでございます。これまでの取り組みによって、大綱で示しているある程度の

部分が実施済みということであります。財政効果額も目標を上回る成果を上げているところであり

ます。しかしながら、社会、経済情勢、国等の施策も大きく変化をしようとしているところであり

ますし、また、20年度の寒河江市の決算を見ますと、大変厳しい財政状況は依然として続いている

わけであります。こうした状況をかんがみ、今年度に新たな行財政改革大綱を策定することとして

いるところであります。 

現行革大綱は、策定時の時代の要請から、財政改革に重点を置いた内容となっているところもあ

り、その結果、一面として職員の新たな事業に向けた自由な発想を生かせる機会が少なくなってい

たのではないかと、私も聞いているところであります。行財政改革の取り組みは、簡素効率的な行

政運営と経費の削減というのはもちろんでありますが、市民の皆さんが安心して暮らせる行財政の

基盤をつくる。そのための市民本位のものでなければならないというふうに思っているところであ

ります。 

市民の皆さんの行政に対するニーズは年々複雑、高度化しているわけでありますし、また、御案

内のように、政権も交代し、国の制度も大きく変化をしてくると思われます。さらに、地方分権が

急速に進展する状況の中で、限られた職員ではありますが、職員が誇りを持って、そしてみずから

考え、市民の皆さんの要請に的確にこたえていくためには、自由な発想のもとで、能力の開発と資

質の向上、さらには意識改革が重要なことは私も大いに認識しているところであります。このよう

な意味からも、御指摘もありましたように、職員研修に関してもこれまで以上に充実推進していか



なければならないというふうに考えているところでありまます。 

20年度の職員研修の状況を申しあげますと、市の独自研修、さらには市町村研修協議会等主催の

研修を合わせますと約160名の職員が研修を受け、市職員としての資質向上に努めてきたところで

あります。中でも職員が自分の研修テーマを設定し、国内の先進市町村を訪問して、自己研鑽する

国内派遣研修は、職員のモチベーション向上に大変寄与していると思っているところであります。 

また、昨年度から６年ぶりに新規職員を採用したところでありますが、若手の中堅職員との意見

交換会などを実施いたしまして、新規職員の士気を醸成していく、そういうことに役立てていると

ころであります。 

さらに、私就任して以来、風通しのよい職場環境づくりの一環として、全職員とのミーティング、

意見交換会を設定いたしまして、職員との意識の疎通を図っているところであります。 

これまでも知恵を出し合いながら、効果的な職員研修に努めてきたところでありますが、職員が

市民の皆さんのさまざまな要請、要望に対してスピード感を持って志高く、積極的に対応していく

ため、そしてまた市民に信頼される市役所としていくためにも、厳しい財政環境ではありますが、

職員の研修の充実については、新たな行財政改革においても、一層取り組んでいかなければならな

い重要な視点の一つではないかというふうに認識しているところであります。 

また、組織や人員の配置につきましては、これまでも職員の定数管理や組織の改編等については、

業務の民間委託や電算化等の取り組みによって、業務の省力化に合わせて、適切に実施してきたと

ころであります。新たな業務が加わったり、国等の制度が変わり、業務量が大幅に増加した場合に

などについては、当然に業務量に見合った人員配置と組織については対応していかなければならな

いというふうに思っております。今次は、特に今後の国等の動向を十二分に見きわめながら、適切

に対応していきたいというふうに考えているところであります。 

次に、健全財政確立に向けた中長期的な計画、とりわけ財政需要の見通しの策定についてどうか

というお尋ねであります。 

今のところ政権が交代をして、今後の国の財政制度等がどのように変化してくるかというのが不

透明な状況であります。財政計画の策定というのは、なかなか難しい状況にあるわけであります。

しかしながら、持続可能な健全財政を堅持していくためには、中長期的な財政見通しは当然立てて

おかなければならないというふうに考えておりますので、先ほど来申しあげておりますとおり、不

確定な要素が多々あるわけでありますが、できる限り、現時点での確かな情報をもとに、財政需要

の見通しも含め、策定していかなければならないというふうに思っているところであります。 

次に、第５次振興計画の中間見直しについての御質問でありますけれども、第５次振興計画につ

いては、平成18年から27年までの10年間の計画であるわけでありますが、来年度は５年目の中間年

ということであります。この間、少子高齢化の一層の進展や景気の後退の局面など、社会経済情勢

が大きく変化をしてきております。また、市民の皆さんが市政に求めるものも変化してきているの

ではないかというふうに認識しております。さらなる寒河江市の飛躍のために、ちょうど５年目の

中間年に当たります来年度において、第５次振興計画の見直しを行っていきたいというふうに考え

ているところであります。 

加えて、何回も申しあげますが、政権交代によって、国の政策が大きく変わるということが予想

されます。それに伴って、市の施策も変わらざるを得ない部分も生じてくるというふうに思われま



すので、見直しの必要性は高まってきているというふうに認識しております。 

中間見直しのポイントはどこかということでありますけれども、見直しについては、地域座談会

なども含め、市民の皆さんの御意見を十分踏まえて行っていく考えでおりますし、また、国の政策

の変化を見きわめる必要があることから、現時点では、まだ明確にお答えする時期ではないという

ふうに思っておりますが、社会経済情勢の変化する中で、市民の皆さんが望む施策として、雇用の

問題でありますとか、少子高齢化、子育ての問題、安全安心の確保といった面などがまず考えられ

るのではないかというふうに思います。 

それから、施策の展開についても、市民主体という観点を盛り込んでいかなければならないとい

うふうに思っているところであります。 

数値目標の設定はどうかという御質問でありますけれども、御案内のように、現振興計画は施策

の大綱を明らかにする基本構想と施策の大綱に基づく計画の方向性を示す基本計画、そして具体的

な事業、施策を示す実施計画で構成されているわけであります。実施計画部分については、毎年３

カ年のローリングで策定するものでありますので、中間見直しということになりますと、主に基本

構想と基本計画の部分ということになろうかと思います。これらについては、施策の基本的な方向

性を示すというものであるわけでありまして、大枠としてとらえ、また、柔軟に対応できるものに

しておいた方がいいという声もあるわけでありますが、個別、具体の目標を設定するということに

なりますと、なかなか難しい面もあろうかと思います。しかしながら、今の計画において言います

れば、基本目標として掲げている部分などについては、ある程度数値目標の設定は可能ではないか

ということで検討してまいりたいというふうに考えているところであります。 

次に、見直しのスケジュールと手法についてでありますけれども、このことにつきましては、現

在、正直検討中でございます。市民の皆さんの広範な御意見を踏まえて、見直しを行っていく考え

であること、また、先ほど述べましたように、市民主体のまちづくりとしていろいろな場面で計画

段階から市民の参画を求めていく考えでいることから、できれば今年度中に市民の皆さんを対象に

したアンケートなどを実施していきたいというふうに考えておりますし、また、振興審議会の委員

につきましても、市民の皆さんから公募をして、学識経験を有する委員として任命することなども

検討してまいりたいと考えているところであります。 

次に、市職員労働組合との関係についてでありますけれども、市政を執行していく上で、実際に

市民サービス業務を担う職員につきましては、職務を誠実、公平にかつ能率的に遂行できるように、

職場環境を整え、整備していくこと、これも私の職務の一つであるというふうに認識しているとこ

ろであります。そして、職員が組織する市職員労働組合については、よりよい職場環境を整備する

上でのパートナーであるという認識をしているところであります。組合とは、それぞれの立場を理

解、尊重し、信頼関係を構築することが、ひいては市政運営のために、望ましいと考えているとこ

ろでありまして、お互いに率直に意見を交換し、取り入れるべき意見は取り入れ、主張するべきと

ころは主張するといういわゆる是々非々で向き合える関係を築いてまいりたいというふうに考えて

いるところであります。 

最後に、議会や市民の皆様から多様な意見に対する対応はどうかということでありますけれども、

私は前にも申しあげましたけれども、賛成の意見もまた反対の意見も内容とその根拠というものを

十分にお聞きした上で、長として総合的に判断をし、その結果についてはきちんと説明責任を果た



していきたいというふうに考えているところであります。そのためにも、公平な公正な判断を行う

ことができるよう、さまざまな御意見をお聞きしていきたいというふうに考えておりますので、御

理解のほどをお願いを申しあげたいというふうに思っているところであります。 

以上であります。 

 

 

 

 

http://192.168.9.1/gijiroku/giji/2009/2109/049.pdf
http://192.168.9.1/gijiroku/giji/2009/2109/051.pdf


平成２１年９月第３回定例会 

○髙橋勝文議長 川越議員。 

○川越孝男議員 私１問目でさまざまな質問をしましたけれども、今日の状況をとらえて、より市民

のための市政をつくるためにという立場でキーワードは二つだったんです。その一つは、市民に対

する市の行政サービスはやっぱりだれがやっているのか。担っているのはだれかという点です。も

ちろん市長も議会もさまざまな施策を決定する。あるいは進めていくという部分ではそうでありま

すけれども、直接市民に接しているのは職員の人なんですね。したがって、その原点は、やっぱり

再認識する必要があるのではないかという思いを持って１問目で質問をさせていただきました。全

くこの点については、市長の答弁がやっぱり今日の市政の中に生かされるように、先ほどの答弁は

全く私賛成でありますので、生かされるようにお願いをしたいというふうに思います。 

それから、二つ目のポイントは、市民参加による協働のまちづくりの関係についてだったんです。

それで、寒河江市でもグラウンドワークの積極的な推進や、それからボランティアのこれまた積極

的な活動の推進で、市民参加型の市政をつくり上げてきたというようなので、地域のさまざまな活

動、公民館や地域の公園などの部分では、非常にその部分が生かされているんですね。そして、そ

この中で、最も必要なのは、構想をつくる段階、計画をつくる段階から市民も一緒に参加してやる

んだという、このことが極めて重要だというように思うんですね。ところが今市内では、それぞれ

の地域でやっている公園づくりなども、グラウンドワークでやったのは15地区でというふうな報告

もありました、こういうふうに地域でやっていると同じように、寒河江市の行政の本体、基本の部

分、ここにもこの手法を取り入れてほしいということなんです。地域の部分だけでなくて、寒河江

市の基本となる、例えば法に基づく一番基本になるのは、寒河江では振興計画ですね。こういうふ

うな部分。確かに寒河江市でも振興審議会がつくられて、いろいろな層から人が入ってきてやって

いるわけでありますけれども、まだまだ行政が主になっているような部分があるので、まちづくり

の基本という部分については、そういう地域でやっていると同じように、寒河江市の本来主体の部

分、ここも同様に住民参加型の手法を取り入れていくんだというふうな理解を私はしているわけで

ありますけれども、その点だけ２問目で、確認の意味で、地域の部分だけでなくて、寒河江市の振

興計画やなんか、基本になる部分も住民参加で構想の段階から計画の段階から、住民の声、あるい

は住民が参加をしてつくり上げるんだという、こういう手法を佐藤洋樹市長は住民参加による協働

のまちづくりというのはそういう意味なんだよというふうに理解していいのかどうか、私はそうい

うふうに理解をしたわけですけれども、再確認の意味で、２問目でお尋ねしたいと思います。 

 

 

 

 

http://192.168.9.1/gijiroku/giji/2009/2109/050.pdf
http://192.168.9.1/gijiroku/giji/2009/2109/052.pdf


平成２１年９月第３回定例会 

○髙橋勝文議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 お答えを申しあげます。 

まちづくりの憲法ということに振興計画はなろうかと思います。来年度見直しを予定している中

で、先ほど来申しあげましたとおり、市民の皆さんと協働してまちづくりを推進していくための計

画をつくるわけでありますので、当然のことながら、市民の皆さんと一緒にその計画もつくってい

くというふうになろうかと思います。振興計画の中で、特に市民の皆さんのまちづくりに関する部

分などは、やはり市民の皆さんの声を反映させるということが必要だと思います。これからいろい

ろな手法を検討していく、そのシステムを検討していくということになりましょうが、先ほど来申

しあげましたとおり、振興審議会の委員のメンバーの中にも市民の皆さんから当然のことながら参

加をして、いろいろな議論に加わっていただく、発言をしていただくというようなこともやっぱり

参加の一環ではないかというふうに考えております。 

具体的な手法については、これからいろいろ検討させていただきたいというふうに思っていると

ころであります。 

 

 

 

 

http://192.168.9.1/gijiroku/giji/2009/2109/051.pdf
http://192.168.9.1/gijiroku/giji/2009/2109/053.pdf


平成２１年９月第３回定例会 

○髙橋勝文議長 川越議員。 

○川越孝男議員 １問目の答弁なり、今の答弁で全く基本的な部分で市長と一致、私しています。そ

れで、ぜひそういうふうな形でお願いをしたいというふうに思いますけれども、振興計画の中間の

見直しについても、今あったようなことで、私はいいわけでありますけれども、そこで、市民参加

といって、振興審議会をつくる。そこにはこの次には公募制も検討していきたいと、委員の選出に

当たってはね、したいというふうなことであります。ただ、これまでの状況を見ますと、往々にし

て寒河江市のさまざまな審議会、委員会というのは、役所でつくった原案諮問なんですね。しかし、

そこをもう一度やっぱり見直す必要があると思うんです。 

協働のまちづくり、先ほど市長が言ったように、市民と行政、市民としての団体や企業、こうい

う人も一緒になって構想、計画をつくるというふうなことからすれば、審議会や委員会で物事を決

めるのも、役所でつくったものを諮問するのではなくて、一緒にそこをつくり上げるという、この

ことが今極めて重要だと思うんです。確かに、上でつくったものを下に落とす上意下達のシステム

とファッショ的なシステムと民主主義というのはおのずから違うわけです。これはそういう形で効

率で比較すれば、民主主義というのは手間ひまがかかって、非常に非効率的な制度だというふうに

思いますけれども、やっぱりそこには最初の原案をつくる段階から市民でみんなで検討する。そし

て、そこで行政も市民も一緒に成長していくということが、その地域全体の力がつくんだというふ

うに思うんです。このことが今極めて重要であり、地方分権というか、地域主権、これも明治維新、

そして敗戦後の改革、そして平成のこの前の改革が３回目の改革であったわけでありますけれども、

まさに制度上は地域主権ができる関係になったわけです。 

しかし、財政の部分などが伴っていないというので、不十分さはありますけれども、これについ

ても、政権が交代する中で、その辺に期待も持てます。しかし、それを今度実際移すためには、市

町村に受け皿をきちんとしなければならない。そのためにはやっぱりさまざまな見直しが必要であ

りますから、人的な配置とそれからそれを受けて、市民でつくり上げる市民参加型のまさに、市民

が原案の段階からするという、こういうことが非常に重要だというふうに思いますので、先ほどの

１問目、２問目の答弁にさらにつけ加えて、そういうふうなことを心して、受けとめて、行政執行

に当たっていただきたいというふうなことを強くお願いをしたいというふうに思います。 

それから、首長としての意思決定、これも先ほどのことでそのとおりで、そういうふうにするこ

とによって首長としての意思決定は意思決定する前に、多様な意見を聞くことによって、より柔軟

で、より確かなものになるというふうに私も思います。したがって、この逆の場合は、もう賛成反

対の硬直した議論きりできないわけでありますので、ぜひそういうふうなことをも受けとめていた

だいて、配慮していただいて、市政運営に当たっていただきたいというふうに思います。 

今また３問目でいろいろ申しあげましたけれども、市長の所見あれば、お答えをいただいて、私

の質問を終りたいと思います。 

 

 

 

http://192.168.9.1/gijiroku/giji/2009/2109/052.pdf
http://192.168.9.1/gijiroku/giji/2009/2109/054.pdf


平成２１年９月第３回定例会 

○髙橋勝文議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 振興計画の策定に当たりましては、やはり市民の皆さんの多様な、そして建設的な

意見をできるだけその計画の中に反映させていくと。市民の主体の振興計画、まちづくりの憲法と

いうふうに基本的にはもちろん考えて、そういう計画をつくっていきたいというふうに思いますの

で、あらゆる機会を通じて、市民の皆さんがいろいろな場面で計画づくりに参加できるように検討

していきたい。今から準備をしていきたいというふうに思っているところであります。 

  それから、いろいろな市政の基本的な方針を決めていく際には、やはり幅広い御意見を事前にち

ょうだいをしながら、また、こちらの方からも御説明をしながら、間違いのない市政運営に取り組

んでいかなければならないというふうに基本的に思っているところであります。そういった意味で、

いろいろな機会を通じて、市民の皆さん、あるいは議会の中でも御意見をお伺いしながら、市政運

営を進めていきたいというふうに考えておりますので、よろしく御理解を賜りたいというふうに思

います。 
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平成２１年９月第３回定例会 

    佐藤暘子議員の質問 

 

○髙橋勝文議長 通告番号８番、９番につきまして、15番佐藤暘子議員。 

   〔１５番 佐藤暘子議員 登壇〕 

○佐藤暘子議員 おはようございます。 

  私は日本共産党を代表し、今世界中に猛威を振るっている新型インフルエンザ問題と寒河江市立

病院の幾つかの課題について、市民の要望や意見をもとに質問をいたします。市長並びに関係当局

の誠意ある答弁をお願いいたします。 

  初めに、新型インフルエンザ対策について、感染予防と早期対策についてお伺いいたします。 

メキシコを中心として人への感染が拡大している新型インフルエンザは、海外への渡航などを通

じて、我が国にも感染者が発生し、瞬く間に感染が広がっていきました。ウイルスの毒性はそれほ

ど強いものではないということですが、感染力が強く、８月24日から30日までの１週間で、1,330

件の集団感染が発生したとの報道が出ています。 

また、ぜんそくや糖尿病、心臓病などの疾患を持っている人や妊婦、幼児、高齢者などは感染す

ると重篤化し、死に至ることもあり、９月３日時点で、我が国での死者は12人になったと報道され

ております。全国的に感染が広がると予告はされていましたが、よもや寒河江市でこんなに早く感

染者が出るとは予想しておらず、夏休み明けの小学校で集団感染が発生したとの発表に、ついに寒

河江市にも発生したかと、衝撃を受けました。幸い寒河江市では、早い段階に新型インフルエンザ

対策本部を立ち上げており、即座に学級閉鎖などの対処をしたため、感染の拡大を防ぐことができ

たようですが、これから冬にかけて、感染が拡大すると予測されております。感染予防と早期対策

が何よりも大事と思います。 

そこで、質問いたします。 

現在、寒河江市の新型インフルエンザの感染状況はどうなっているのか伺います。 

秋から冬に向かっての集団感染が心配されますが、免疫力の弱い幼児施設や高齢者施設、病院、

小学校などでの予防対策としてどのようなことを考え、また実施しているのか伺います。 

もし、感染患者が発生した場合は感染の広がりを防ぐ上からも、迅速な対応が求められますが、

小学校や幼児施設などは学級閉鎖や休園、休校などが考えられますが、病院や高齢者施設などにつ

いてはどのような対応を考えているのか伺います。 

また、在宅のひとり暮らしや高齢世帯などで、ぜんそくや糖尿病、心臓病などの病気を持ってい

る方、または病気がちの方などについては、感染すれば重篤になる危険性があります。早期発見、

早期治療が何より大切かと思いますが、こういった方への見まわりや安否確認を常にも増して重視

する必要があると思います。具体的な対応をどのように考えているのか伺います。 

また、患者を受け入れる医療機関の受け入れ態勢はどのようになっているのか伺います。 

次に、市立病院の経営健全化と医療の確保についてお伺いいたします。 

寒河江市立病院は、自治体病院として、市民を初め、近隣住民の健康と医療を担う核として重要

な役割を果たしております。しかし、医療を取り巻く環境は、小泉政権以来続けられてきた構造改

革のもと、医師不足、薬価基準や診療報酬の引き下げ、受診抑制などにより、経営が成り立たない



ほどの大きな打撃を受けています。寒河江市立病院も平成16年を境に、患者数が減り続け、平成19

年度と比較して20年度の患者数の激減、そのことに比例する医業収益の減少は危機的な状態である

ことが今議会に提案されている決算書に示されています。寒河江市は、この危機的な状況の打開策

として、病院経営改革プランを策定し、可能な限りの改革と努力を続けてきたことは周知のとおり

です。そのような状況の中、寒河江市立病院を地域医療の拠点として、その役割を存分に発揮でき

るよう、行政、議会、市民が一体となって考え、努力していかなければならないと強く思っている

ところです。 

そのようなことから、経営改善に向けて、取り組まなければならない幾つかの課題と市民の要望

などを取り上げて質問をいたします。 

初めに、平成20年度の入院、外来患者の未納金の額と件数について伺います。未納になっている

理由はどのようなことか、そのことに対してどのような対策、対応をとっているのか伺います。 

次に、ジェネリック医薬品の使用拡大について伺います。 

ジェネリック薬品の使用の拡大については、共産党市議団がこれまでにも再三にわたり使用の拡

大について取り上げています。効果が同じで、値段の安いジェネリック薬品をまずは市立病院での

使用をふやし、患者の負担をなるべく軽くすべきでないかという趣旨です。最近は、厚労省が率先

して利用拡大を勧めるようになり、ジェネリック薬品の普及が進んできたのかなと感じていますが、

市立病院での使用の状況はどうなっているのか。また、薬剤が院外処方になったことで、院外薬局

に対する啓発などはどのようになっているのか伺います。 

次に、医師の確保について伺います。 

患者数の減少は、病院経営に致命的なものとなりますが、患者は適切な医療を提供してくれ、信

頼関係が築ける優秀な医者がいることによって集まってくるのであって、医師の確保は最大の課題

です。平成20年度寒河江市立病院決算書によりますと、患者の減少が最も大きいのが内科であり、

入院、外来を合わせた患者の数が19年度では年間３万9,587人であるのに対し、20年度では３万

2,499人と、7,088人17.9％の減となっています。さらに、20年度は５名体制となっていた内科医が

１名減員となり、４名になっていることからしても、優秀な内科医の確保が急務と思われますが、

医師確保に対する見通しはどのような状況かお伺いいたします。 

次に、市立病院に人工透析の診療科を設けることについて、市長の考えを伺います。 

市立病院に人工透析のできる施設をという意見は、市民のかねてからの要望であり、今もその声

は消えることがありません。近年糖尿病の進行などに伴い、人工透析を余儀なくされている患者は

ふえていると聞いています。高齢化した患者が市外の病院まで通院しなければならないとなれば、

その負担は大きなものがあると思います。寒河江市立病院で透析ができるようにならないのかとい

った市民の声が私のところにも寄せられています。寒河江市民はもとより、近隣の大江町、朝日町、

中山町などの医療圏も視野に入れた人工透析の診療施設を設けることについて、市長の考えを伺い

ます。 

以上、お伺いいたしまして、第１問といたします。 

 

 

http://192.168.9.1/gijiroku/giji/2009/2109/054.pdf
http://192.168.9.1/gijiroku/giji/2009/2109/056.pdf


平成２１年９月第３回定例会 

○髙橋勝文議長 佐藤市長。 

   〔佐藤洋樹市長 登壇〕 

○佐藤洋樹市長 佐藤議員から新型インフルエンザ対策、それから市立病院の健全化の問題について

御質問をいただきました。順次お答えを申しあげたいというふうに思います。 

  新型インフルエンザにつきましては、まず発生状況ということで、若干御説明をさせていただき

ますが、ことしの４月24日にアメリカでの豚インフルエンザの患者の発生から瞬く間に世界各国に

拡大し、６月12日には最高の警戒レベル「フェーズ６」の世界的大流行になったわけであります。

国内でも８月に入りまして、「全国的な流行に入った」と宣言が出され、感染拡大が続いているわ

けであります。 

県内におきましても、全国で最も遅かったわけでありますけれども、７月の14日に初めて患者が

確認され、その後一時は鎮静化の様相を呈しておったわけでありますが、８月５日に初めての集団

感染が確認されてからは、国内の発生状況と同様に、県内各地で次々と発生しているという状況に

なっております。 

寒河江市の状況についてでありますけれども、さくらんぼの時期や花咲かフェアの期間の発生は

幸い免れたわけでありますけれども、県内の発生の増加と同様に、新学期初めの８月23日に、小学

校で７名の集団感染が確認され、６年生の１クラスが24日から28日まで学級閉鎖を行い、また、３

年生の２クラスが同じく学級閉鎖を25日から31日まで行ったところであります。 

また、８月24日に、保育施設においても７名の集団感染が確認され、24日から30日まで休園を行

ったところであります。 

なお、同じ保育施設では、その後新たに６名の感染が確認されたところでありますが、現在のと

ころ、その他の施設での集団感染は報告を受けていないという状況であります。 

次に、市のこれまで行ってまいりました対応について、その概要を申しあげたいと思います。 

去る５月１日でありますが、関係課長等によります対策会議を開催し、対策を講じたのを皮切り

にいたしまして、５月９日には国内での感染者が発生したというところから、11日に、全課長等で

構成する対策本部を設置し、市が一丸となって対策を講じていくことにいたしました。これまでき

め細かな、そして各般の対応を行ってきたところであります。 

具体的には、感染予防と医療機関への受診方法等の周知のための全戸への予防チラシの配付、ホ

ームページへの掲載、さらには相談窓口の設置、学校や保育所、幼稚園等への注意喚起、市役所を

初め、ハートフルセンターなどへの消毒液の設置、そして、観光施設やイベントの開催など、不特

定多数の人々が集まる箇所への消毒液とポスターの設置、それから高齢者の方々、それから障害者

の方々など、要援護者世帯への予防の啓発を民生児童委員の方を通じて実施してまいりましたし、

さらに、マスクの備蓄というものも行ってきたところであります。 

そして、先ほど感染状況で申しあげましたが、８月23日に寒河江市の小学校等で集団発生の報告

を受け、緊急対応として当日の23日中に、市内の小中学校に対し、登校時の観察と検温を含め、注

意の喚起を行うとともに、あわせて、発生した学区の保育所や認可外保育施設へも注意の喚起を行

ったところであります。 

また、翌24日には、対策本部・本部員会議を開催いたしまして、情報の収集と対応策についての



検討を行い、25日に集団発生のお知らせと注意の喚起を図るためのチラシを全戸に配布いたしまし

た。あわせて、市内の各企業に対してのチラシの配布を行ったところであります。また、保育所な

どの社会福祉施設に対する注意喚起も行うほか、ホームページでの注意喚起や消毒液の設置の確認

などの対処を行ってきたところであります。 

さらに、８月30日に行われました衆議院総選挙においては、各投票所への消毒液の設置など、現

時点で考えられる拡大予防のための対応を網羅的に実施してきたところでありますし、８月31日に

は、県の主催でありましたが、市役所の会議室において、学校における新型インフルエンザ対策緊

急研修会を開催し、養護教諭や保育所、幼稚園等の担当者など約50名の方に受講をしていただいた

ところであります。 

次に、今後の対応ということでありますけれども、初めに、小中学校と高齢者施設等、そして市

立病院での対応について申しあげたいと思います。 

当然各施設におきましても、日ごろの徹底した予防というのが基本となるわけでありますが、も

しも感染者が発生した場合には、感染拡大を防止するための緊急な対応が必要であります。８月20

日に、県の方から示された「学校・保育施設等の臨時休業、活動自粛等を行う場合の目安」などを

基準といたしまして、学校については、市が判断し、また、高齢者施設など社会福祉施設において

は、県と市と協議を行い、もしくは保健所の助言をいただきながら、適切な対応を行う予定にして

おります。 

例えば、学校で同一クラス内に２名以上の患者が発生した場合には、１週間程度の学級閉鎖の措

置をとっていくことになりますし、高齢者施設などの社会福祉施設でも２名以上の患者が発生した

場合には、１週間程度の通所サービスの休止や施設入所者への面会や訪問等の自粛を行っていくこ

とになろうかと思います。 

次に、市立病院での対応について申しあげたいと思います。 

市立病院における現在の対応は、院内感染防止の観点から、発熱のある患者の方が来院した場合、

受付窓口で聞き取りを行い、マスクの着用を行ってから看護師が待機場所を指定して、ほかの患者

さんと区別して、診察を行っております。 

また、すべての入り口への消毒液の設置を初め、職員全員のマスクの着用、さらには乳幼児及び

発熱、せきなどの症状のある方の面会自粛等の周知を図って、院内感染の防止に万全を尽くしなが

ら対応してきているところであります。 

今後、急激に感染が拡大した場合、診察時間や受診入り口の区分けなどの対応を図りながら、さ

らに入院を要する場合には、個室対応や病棟の一部を区切っての対応ということを考えているとこ

ろであります。 

次に、ひとり暮らしや老夫婦世帯への対応ということでありますが、市といたしましては、これ

までも感染の予防や受診方法についてのチラシを全戸に配布しておるわけでありますが、特に高齢

者や障害者などの要援護世帯の方々に対しましては、民生児童委員を通じて予防の啓発を行ってき

ているわけであります。これからも主に民生児童委員の方々を通じて、声かけなどを怠りなく実施

し、見守ってまいりたいというふうに考えているところであります。 

次に、基礎疾患を有する方々への対応ということであります。 

新型インフルエンザの特徴として、糖尿病やぜんそく等の基礎疾患を有する方が重篤化するおそ



れがあると言われておるわけであります。現在の国の考え方も重症化の予防及び重症患者の治療等

に重点を置いているわけであります。具体的には、基礎疾患を有する方が医療機関で受診する場合

は、基礎疾患のない方と違って、必ず事前にかかりつけ医師に電話をし、受診方法を確認してから

受診するよう呼びかけておるわけであります。このことにつきましては、県と医師会から「インフ

ルエンザ外来診療の手引き」というものによりまして、医療機関への通知をしているわけでありま

すが、市といたしましても、チラシや市報、あるいはホームページにより周知をしているところで

あります。今後とも基礎疾患を有する方々の受診がおくれ、重症化することのないよう、症状が出

たらすぐ受診していただくように、あらゆる機会をとらえ、啓発してまいりたいというふうに考え

ております。 

次に、医療機関における受診への対応ということで申しあげたいと思います。 

今後、感染が拡大した場合、重症患者が入院している病院での院内感染を予防することが大変重

要になってくるわけでありますので、そのために発熱などにより、初めて受診する場合は、かかり

つけの診療所で行うことを勧めているわけであります。そういった意味で、診療所の役割というも

のはますます重要になってくるわけであります。 

医療機関での院内感染対策の工夫として、診療所においては、つい立てなどによる受診待ちの区

域分け、さらには病院等においてはマスク着用の徹底、せきエチケット、待合室での待機方法など

について入り口掲示板での周知などを考えているわけであります。 

市といたしましても、院内感染のさらなる予防のために医師会を通じまして、一層呼びかけてま

いりたいというふうに考えているわけであります。 

以上が現在講じている、あるいは講じようとしている対策の概要でありますけれども、市といた

しましてもこの大変な事態を乗り切っていくためには、ただいま申しあげた対応策のほかに、感染

予防の徹底が最も基本的で重要でありますことから、これからも手洗いや、せきエチケットやうが

いの徹底、マスクの着用、体調の悪いときは外出をしないなどの呼びかけを市報やチラシ、あるい

はホームページなどで強力に行って行きたいというふうに考えております。 

また、事業所、あるいはイベントなど、広範にわたる場所での対応を市民の皆さんの協力のもと

に一丸となって行ってまいりたいと考えておりますので、よろしく御理解を賜りたいというふうに

思います。 

続きまして、市立病院の健全化についての御質問であります。順次お答えを申しあげたいと思い

ます。 

最初に、未収金の原因と対策であります。 

未収件数でありますが、20年度の決算にあらわれております未収金２億1,730万365円となってい

るわけでありますが、件数では945件ということであります。しかしながら、この中には２月、３

月分の診療報酬分として国保連合会などから２カ月後には支払われるものが含まれております。し

たがいまして、いわゆる未収金となるのは、入院、外来診療に伴う自己負担分でありまして、３月

末の件数は過年度分も含め930件、金額は3,064万5,080円となるわけであります。また、４月から

７月までに144件、743万9,144円が納付をされておりますので、７月末の未収件数は786件、金額は

2,320万5,936円ということであります。 

未納の原因は何かという御質問でありますけれども、面談の際、あるいは電話などでのお話の際



には、「借金もあって、支払いが大変だ」という方も多々あるわけでありますけれども、所得調査

など、実態調査を特には行っておりませんので、正確な原因というものは現時点では把握しておら

ないというのが実態であります。 

未収金解消の取り組みはどうかということでありますが、現在は毎月の文書による催告が主な取

り組みであります。ほかに案件を絞っての電話催告や戸別訪問も行っている状況であります。 

なお、平成20年度１月からクレジットカードによる納付や休日の窓口納付が可能ということで実

施しているわけでありまして、20年度の実績はクレジット納付が714件で1,090万8,139円、休日納

付は216件で496万8,385円となっております。患者さんの利便性向上を図るとともに、未収金対策

としても一定の効果を上げているものと認識しているところであります。今後とも他の病院での有

効な対策などを研究しながら、未収金対策に一層努めてまいりたいというふうに考えているところ

であります。 

次に、ジェネリック医薬品の使用拡大についての御質問であります。 

市立病院におけるジェネリック医薬品の利用状況でありますが、平成20年度は市立病院での使用

薬品929品目のうち、ジェネリック医薬品は63品目で、使用割合は6.8％であります。金額にいたし

ますと１億5,391万3,000円のうち、386万4,000円ということで、割合は2.5％ということになって

いるわけであります。昨年６月から外来患者の院外処方というものを実施しているわけであります

けれども、ことしの２月から８月までの外来処方箋の件数は全体で２万1,528件であり、このうち

ジェネリック医薬品への変更を不可とする件数が4,455件で、残りの１万7,073件、約79％の処方箋

がジェネリック医薬品への変更が可能ということになっているわけであります。ジェネリック医薬

品の使用につきましては、もちろん患者さんの御判断、希望というものによるわけでありますので、

どの程度使用されているのかということについては、病院が直接把握することはなかなか院外処方

という観点からも難しい状況にあるわけでありますけれども、先ほど佐藤議員御指摘のとおり、国

においては、制度を設けるなどして、使用促進を図っているところであります。市といたしまして

も、今後ともさまざまな機会を通じてその使用拡大に努めてまいりたいというふうに考えていると

ころであります。 

次に、医師確保の問題であります。 

市立病院の常勤医師につきましては、平成14年には15人体制であったわけでありますが、今年度

は10人体制ということであります。このうち内科の医師については、平成14年から16年までが６人、

17年には７人、18年には４人、19年、20年には５人、ことし21年には４人ということで、年々減っ

てきているという状況にあるわけであります。 

市立病院の患者さんにつきましては、比較的高齢の方の割合が高い。さらに合併症を持つ方も多

いということから、外科や整形外科医と内科医の協力が欠かせないということになっておりまして、

内科医師の減少は内科の患者さんの数はもとより、病院全体の患者受け入れにも大変影響している

という現状にあろうかと思います。また、医師数の減少により、当直回数もふえ、医師の負担増に

もなっているというのが実態かと思います。市立病院にとりまして、医師の確保は最重要課題であ

ります。これまでも機会をとらえて、山大医学部を訪問しながら、医学部長初め、各科の教授など

に要請、要望を行ってきたところであります。しかしながら、なかなか厳しい状況であることは御

案内のとおりであります。平成18年度の医師数に関する調査、厚労省の資料でありますけれども、



病院に勤務する医師数は16年度に比較して、全国的には4,644人ふえているということであります

が、山形県ではわずかに27人の微増というふうにとどまっているわけであります。 

また、平成16年度からの臨床研修制度などによりまして、大都会などに偏在する傾向があるわけ

であります。山大の各科医局も医者が足りない状況であるなどということをお聞きするわけであり

ます。 

県内の公立病院におきましても、県立中央病院、それから置賜総合病院、日本海病院など、大規

模な病院についてはわずかにふえているわけでありますけれども、その他の中小規模の病院につい

ては、ほとんどが減少傾向になっているという状況であります。こうした状況から、内科医師にと

どまらず、限らず常勤医師の確保というのは大変厳しい状況であるわけであります。 

医師の確保対策については、各自治体病院にとって、大変切実な問題でありますので、自治体病

院協議会においても、最重要課題として国などに要望をしているところであります。 

以上であります。 

最後に、人工透析の施設の設置ということで御質問をいただきましたけれども、まず、市内にお

きます患者数でありますが、腎臓機能障害１級の手帳を所持者の方は88名というふうになっている

わけであります。このうち人工透析を受けている人数、国民健康保険の被保険者で22名、後期高齢

者で15名ということになっているわけでありますけれども、市内全体の透析患者数、さらには受診

する医療機関というのは、把握はできていない状況にあります。近隣で人工透析を実施している医

療機関、寒河江市には１カ所、それから河北町には県立河北病院など２カ所、西川町立病院、東根

市に北村山公立病院など３カ所、天童市に３カ所、山形市には10カ所というふうになっているわけ

であります。 

患者さんにとりましては、近くに透析施設があれば大変便利だということで、市民の皆さんから

も要望があるということは認識しているわけでありますけれども、仮に市立病院に移設するという

ふうにした場合に、いろいろ課題があるということであります。特に、先ほど来申しあげましたと

おり、一番の課題はやはり医師の恒常的な確保ということが最大のネックになるのではないか、課

題ではないかというふうに思っているところであります。また、そのほか、患者数がどの程度見込

めて、採算性がどの程度見きわめられるかということもありましょう。また、施設の規模をどの程

度にして、どこに設置するか、さらには機器の整備をどうしていくかとなどということもあろうか

と思います。一番大きい課題というのは、やはり申しあげましたとおり医師の確保をどうしていく

かということにつながっていくわけでありますので、大変重要な要望ということは十分認識してい

るわけでありますけれども、今後の課題というふうに受けとめさせていただきたいというふうに思

っているところであります。 

以上であります。 

○髙橋勝文議長 この際、暫時休憩いたします。 

  再開は11時05分といたします。 

    休 憩 午前１０時５３分 
                  
    再 開 午前１１時０５分 
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○髙橋勝文議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  佐藤暘子議員。 

○佐藤暘子議員 第１問目の質問に大変御丁寧に答弁いただきましてありがとうございました。 

  新型インフルエンザについては、非常に適切に対応されているようでありますので、安心いたし

ました。このピークの時期が９月下旬から10月下旬にかけてになるのではないかというようなこと

が言われておりまして、通常の季節性のインフルエンザの約２倍程度ということで、国民全体の

20％、５人に１人が罹患するであろうというような予測がされているようで、予防が第一かという

ふうに思いますけれども、このピークに達したときの重篤の患者の入院の施設の確保というのが非

常に重要だというふうに言われております。公的医療機関で病棟の確保の措置をとらないと大変な

ことになるということが報道されておりまして、その点で公的施設ということで市立病院では、こ

の病棟の確保がどのようなつもりでおられるのか、そのことをひとつお聞きしたいと思います。 

また、インフルエンザの予防のためのワクチンですね。これは今厚労省の方でも急いでいるよう

ですけれども、国内生産だけでは間に合わないということで、国外からの輸入なども考えて対応し

ているようですけれども、優先順位として今言われておりますのは、既往症、病気を持っている方、

それから医療関係の従事者などを優先するというようなことが言われておりますけれども、このよ

うなことに対しては、市立病院でもどのように受けとめておられるのか。 

そして、このワクチンの接種時期がいつごろになるのかわかっていればお答えいただきたいとい

うふうに思います。 

それから、未収金の問題でございます。これについても今未収金になっている医療機関というの

が全国的にも非常に多くなっているということで、これが深刻な問題になっているんですね。厚労

省でも未収金問題に関する検討委員会というものをつくって、検討したということであります。そ

れで、その未収金の原因になっているものは何かということで、何百かの医療施設でアンケートを

とったそうでありますけれども、そのアンケートの結果によりますと、未収金の原因になっている

のには二つのタイプがあるということで、一つは、生活困窮者、またもう一つは悪質滞納者という

ことのようですけれども、悪質滞納者に対しては、社会的な規範にも反するわけですので、この方

たちに対する集金というものはもう徹底して行わなければならないということは当然のことであり

ますけれども、生活困窮者に対しては、各医療機関に対して、さまざまな相談にのって、そして情

報を提供する必要があるというふうなことを言っておるわけです。この未収金検討委員会というも

のの中で、そういう文書が出ているわけですけれども、一つには、医療費の一部負担金減免制度と

いうものがあるということを言っております。これは国民健康保険法の第44条に出ておりまして、

保険者は特別の理由のある被保険者に対して医療費の一部負担金を猶予または減免することができ

るというふうに定めているわけです。減免を認める個別の理由及び基準というものは、市町村が独

自に定めるというふうになっております。私、これを見まして、寒河江市の例規集にはどのように

出ているのかなということで調べてみましたら、国民健康保険の規則の36条に、国民健康保険法第

44条の規定による一部負担金の減免、減額、免除、徴収猶予という項がありました。そういうこと

で、生活困窮になっていて、未納になっている方、そういう方にはこの項が適用できるのではない

かというふうに思っているところです。 



寒河江市ではこの36条の項が載っているとともに、申請の様式もきちんと出ているわけですね。

ですから、これをやっぱり使えるような条項にしていく必要があるのではないかというふうに思い

ます。これは市町村の判断によって、その減額の基準というものをつくることができるというわけ

で、全国の自治体では、かなりその制度を適用している。その条項をつくりまして、こういう方が

適用になるということをつくっているわけですね。ですから、このことにつきましては、やっぱり

市町村でできることについては市町村がやっていくというふうなことにすべきだというふうに思い

ますが、このことに対する市長のお考えを伺いたいと思います。 

それから、ジェネリック医薬品のことですけれども、市立病院で扱っている医薬品の中で、929

品中63品目6.8％ということで、非常にまだ使われていないのだなということを実感したわけです

けれども、これは患者さんがジェネリックにしてくださいというふうな要求を出すということも必

要であろうと思いますし、また、これに対してはお医者さんの理解というものも必要だろうという

ふうに思います。 

今、国保の保険医療証の更新時期に合わせまして、ジェネリック医薬品にしてくださいというよ

うな意思表示ができるカードが送られてきました。これはお医者さんにかかったときに、「これで

お願いします」というふうに口でなかなか言えない方に対してはそのカードを見せることによって

患者さんの意思を伝えるというふうなことで皆さんに配布してあるのだというふうに思いますけれ

ども、やはりそういうことをお医者さんからも理解をしていただいて、お医者さんの中にはやっぱ

り自分のポリシーといいますか、考え方を持っていて、なかなかジェネリックに切りかえることを

認めたくないというお医者さんもいらっしゃるようですけれども、やっぱりこれは患者さんの医療

費の負担を少なくするということからも、大変有効な制度だというふうに思っております。 

それから、院外処方をしていらっしゃる薬局さんでも「この薬に対してはジェネリックがありま

すよ」というような説明をしてくれる薬局さんもあるわけですね。それで、「普通処方された薬と

ジェネリックとではこれくらいの差がありますよと。これくらい安くなりますよ」というふうな説

明をしてくれる薬局さんもあるわけです。ですから、そういうところをもっとふやしていただきた

い。やっぱり寒河江市がそういうところではそういう薬局さんに対しても啓発をしていただきたい

というふうに思うわけですが、そのことに対するお考えをお聞かせいただきたいと思います。 

それから、医師の確保についてですが、これはなかなか本当に難しい問題だなというふうに思っ

ております。どこの県、全国どこででもこのお医者さんが不足しているということが言われており

まして、都心部にあってもやっぱりお医者さんが不足して、診療科を減らしたとか、診療しないと

いうふうなところも出てきているというふうに聞いておりますけれども、長野県あたりでも非常に

医師不足が深刻だということで、長野県自体がお医者さんを志している人たちに対しての支援とし

まして、医学生に対する奨学金制度、そういうものを設けているんですね。私ホームページで見た

んですけれども、そういう制度を適用しているところもあるということでありまして、山形県に対

してもそういう制度なんかを勧めていただくということも提案をしていただきたいというふうに思

います。 

また、この医者不足というのは、一地方自治体がどうすることもできないという国の制度だとい

うふうに思うんですね。医師の研修医制度の問題ですとか、あとこれまでずっとお医者さんの定員

を少なくしてきたわけですね。国では医療費削減ということで、毎年自然増になる2,200億円のそ



ういう医療費を削減してきたと、社会保障費ですね、それを削減してきたということもありまして、

なかなかこれまで医療とか、介護とか、そういった社会保障に関するものがどんどん削られてきて、

私たちの生活が厳しいものになってきたということが言えるというふうに思います。 

今、政権が変わりまして、そういう国の考え方というものも変わるであろうということが予測さ

れるわけですけれども、これまでですと幾らものを言っても聞いてもらえないというような状態だ

ったんですけれども、これからは地方からもものを言っていけば、それに耳を傾けてくれる。そし

て改善の方向に向いていくのではないかという希望を私は持っているわけです。ですから、医師確

保についてなんかは、本当に重要課題でありますし、地方自治体の医療と健康を守るためには、絶

対に医師不足を解消してもらわなければならないというふうに思うわけです。ですから、市長も

「要望を申しあげているのだ」ということをおっしゃいましたけれども、重ねて市長会、あるいは

そういう会合のあったときなどにはぜひ強力に医師確保についての要望をしていただきたいという

ふうに思っております。 

それから、人工透析に対しても、やはりお医者さんがいないとだめだというふうな答弁でありま

して、私もそれは納得いたしております。でも、これからの地域医療を守るためには、やはり住民

の目線で、住民の要望していることをできるだけかなえていくということも必要だろうというふう

に思います。市立病院の病院改革プランというものも23年度までですか、これあるわけですけれど

も、その後もまたそういう改革プランをつくって進めていかなければならない問題だろうというふ

うに思います。そのときには、やはりそういうことも見込んで、ぜひ検討課題にのせていただきた

いというふうに思います。 

それから、病院改革プランのことなんですけれども、もう一つ申しあげたいのは、今、医療を必

要としている患者さんで、長く病院には置いてもらえないわけですね。寒河江市立病院の改革プラ

ンの中にも、21日が限度というふうに書いてあります。それ以上になりますと、どこかの病院に転

院する。あるいは自宅療養をするというふうなことになると思うんですけれども、高齢者施設では、

医療を必要とするそういう高齢者の方は引き受けてもらえないんですね。ですから、そういう高齢

者の方を在宅で見るというのは、非常に困難で、どこかで見ていただきたいと思っている家族の方

がたくさんいらっしゃるわけです。「市立病院はあんなにベットがあいているのに、なぜもう少し

長く置いてもらえないんだ」というような声が私のところにも届いているわけですけれども、やっ

ぱりそういう今基準看護ですか、看護体制が10対１になっているので、そういうことができないの

かなというふうには思っておりますけれども、改革プランをまた更新する時期には、そういうこと

も考えて、高齢者が安心して医療、そして介護を受けられるような市民に対しての本当に需要に見

合ったような病院に改革をしていくということも必要だろうというふうに思いますので、ぜひその

こともお考えの中に入れておいていただきたいというふうに思います。 

以上、２問といたしますが、市長の考え方をお伺いいたします。 
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○髙橋勝文議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 何点かお尋ねでありますので、お答えを申しあげたいというふうに思います。 

  最初に、新型インフルエンザの対策ということであります。 

例えば、市立病院について、患者が大量に集団発生した場合に、入院施設としてどう対応してい

くのかということでありますけれども、先ほども若干申しあげましたけれども、ある程度やっぱり

感染を拡大してはいかんということであります。そういったことで、個室の対応でありますとか、

病棟を区切っての対応ということになろうかと思いますが、ただ、それよりさらに大規模に集団発

生した場合ということになると、やはり一つの病院だけでなくて、いろいろな診療施設の連携をし

て入院、隔離、そういう対応をしていかなければならないというふうに考えております。 

そういった意味で、寒河江市のみならず周辺の医療機関、県の医療施設とも連携をしながら、そ

ういう場合に備えた事前の検討、準備というものをやっぱりきちんと、今の段階から進めていくと

いうことが大事だろうと思います。順次、このインフルエンザ対策については、県の保健所等とも

連携をしながら対応しているところでありますので、さらにこれからの発生期を控えて、その準備

をきちんとしていかなければならないというふうに考えているところであります。 

また、ワクチンの確保ということでありましたけれども、新聞等で、その限られた国内産のワク

チンについては、優先順位を決めて接種をしていくという方針が厚労省の方から示されているよう

でありますので、我々としては県の指導なども得ながら、また、医師会とも連携を図りながら、適

切な対応に努めていきたいというふうに思っているところであります。ちょっと今の時点でいつご

ろかということについては、そういう情報が我々の方にもまだ入ってきておりませんので、入って

きた時点で速やかに市民の皆さんにも情報を提供して、おくれることのないよう、優先順位を守り

ながら、やはり必要な方々に対して優先的に対応していけるようにしていきたいというふうに考え

ているところであります。 

それから、未収金の問題でありますけれども、特に生活困窮者に対する何らかの措置はないのか

ということでありましたけれども、御案内のように、国民健康保険法の第44条に一部負担金の減免

が規定されているわけであります。また、その手続につきましても、先ほど佐藤議員御指摘のとお

り、国民健康保険規則第36条に一部負担金の減免等の申請書についての規定もあるわけであります。

様式を定めているというところでありますが、減免の基準については特に定まっていないというこ

とであります。 

現在まで、一部負担金の減免申請というのはなされていない状況でありますが、申請がなされた

場合には、当然のことながら法の趣旨に従って、また被保険者への給付と負担のバランスなどもあ

りますので、申請者の収入だけでなくて、保有資産とか、預貯金等の有無、扶養義務者の存否、あ

るいは他の家計収入との組みかえの可否などなど、生活実態、あるいは実質的な負担能力などを、

個々のケースに応じて、具体的に調査、または審査させていただいて、総合的に判断していきたい

というふうに考えているところであります。 

なお、何らかの運用方針というものも必要であるわけであろうかと思いますが、国におきまして、

今年度に国民健康保険における一部負担金の適切な運用に係るモデル事業というものを実施予定し

ているところであります。その結果を検証しながら、22年度中には全部の市町村において適切な運



用が行われるよう一定の基準を示すという予定になっているということでありますので、我々とし

てはモデル事業の実施後の国の動向を注視しながら、適切に対応していきたいというふうに考えて

いるところであります。 

それから、ジェネリック医薬品の使用拡大というお尋ねでありますけれども、やはり御案内のと

おり、まだ市立病院の実態としても進んでいないというのが現状かというふうに思っているところ

であります。一面では、やはり先ほど御指摘ありましたように、医師の方々が使いにくいというよ

うなこともあるようでありますし、また、一つの先発の薬品に対して幾つものメーカーがあって、

有効成分が同じでも、添加物が違うなどということがあって、全く同じではないというようなとこ

ろから、患者さんに対しては、丁寧に御説明をしていくということになろうかと思います。 

院外処方におきましても、先ほど来申しあげておりますとおり、国において制度を設けるなどし

ているわけであります。薬局の方にもそういったことは周知がなされているわけでありますので、

我々としてもできる限りそういういろいろな場を通じて、使用の拡大というものに努めていかなけ

ればならないというふうに思っているところであります。 

それから、医師の確保についても、やはり県の方にもいろいろな機会を通じて要望していきたい

というふうに思います。県の方でもいろいろな努力をしているわけでありますけれども、我々とし

ても地方自治体として要望をしていきたいというふうに考えているところであります。 

プランの見直しについても、御指摘の点も踏まえて、また現プランの進行の中でもできるところ

は適切に対応していきたいというふうに思っているところであります。 

以上であります。 

○髙橋勝文議長 佐藤議員。 

○佐藤暘子議員 どうも御答弁ありがとうございました。 

未納金の問題については、やっぱりなるべく未納を発生させないための手段だというふうに厚労

省の方でも言っているわけですね。一部負担金の……。 
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    那須 稔議員の質問 

 

○髙橋勝文議長 通告番号10番、11番について、17番那須 稔議員。 

   〔１７番 那須 稔議員 登壇〕 

○那須 稔議員 私は新清・公明クラブの一員として、通告してある件に関心を持っている市民を代

表し、私の考えを交えながら質問をさせていただきます。市長の御所見をお伺いいたします。 

  通告番号10番、発達障害者への取り組みについてお伺いをいたします。 

発達障害とは、子供が成長とともにさまざまな能力を獲得していく過程において、何らかのおく

れが生じたり、障害されたりすることを言い、その原因は脳の機能の成熟の仕方に先天的な障害が

あるために起こるものとされています。 

発達障害には、自閉症や学習障害や注意欠陥多動性障害などがあります。発達障害者支援法が平

成17年４月に施行されたことに伴い、これまで身体障害者福祉法や知的障害者福祉法、それに精神

保健福祉法で行ってきた障害者福祉対策の対象外として、十分な支援を受けることができなかった

発達障害者に対し、ようやく社会的に認識され始め、支援の取り組みが今進められています。国に

おいても、法律が施行されたことに伴い、厚生労働省内に発達障害対策戦略推進本部を設置し、さ

まざまな角度から総合的な検討がされています。 

そういう中にあって、最近発達障害の子供を抱える保護者がまとまって、「発達支援ひろがりネ

ット」などを組織し、多くの方にその存在を理解してもらい、同時にいろいろな課題の解決に向け

て力を合わせて取り組もうとの動きが見られます。 

そこで、お伺いいたします。 

１番目として、本市においては、寒河江市障害者基本法に基づき平成19年度を初年度とし、平成

27年までを目標に９年間にわたって進められています。この計画では、発達障害者に対しては、小

中学校における人数の状況は明示されているものの、市内における発達障害者の状況、それと発達

障害者に対する課題、施策の目標と方向の中で、身体や知的や精神が中心で、発達障害者への具体

的な取り組みについては明示されていないのではないかと思われます。発達障害者支援法に従って、

基本的な計画を作成し、発達障害者への支援・方向をもっと明示すべきだと思いますが、どのよう

に考えるのかお伺いをいたします。 

２番目として、発達障害者への支援体制についてお伺いいたします。 

一つには、関係課との連携による支援体制についてお聞きします。 

発達障害者支援法には、医療、保健、福祉、教育、労働などについての課が連携し、幼児期から

成人まで適切な支援をつないでいくことにより、発達障害者の社会的自立を促していくことが明記

されています。そして、地方公共団体の責務として、適切な支援体制の整備について、迅速に取り

組んでいくこととなっております。 

そこで、お伺いいたします。 

本市においては、発達障害者支援法が施行されて４年目になりますが、関係課との連携による支

援体制についてどのように取り組まれているのか、現状と今後の取り組みについての考えをお聞き

します。 



二つ目には、発達障害についての理解を促すための取り組みについてお聞きします。 

発達障害者の障害特性の理解と対応について、多くの人たちに周知してもらい、広く発達障害を

理解していくことが求められています。発達障害の難しい点は、人の成長発達の仕方には個人差が

あるということ、法でいう発達障害はわかりにくいため、どの程度、どの範囲までを発達障害とと

らえていいのかなど。一般の人々に知的障害を伴わない場合の発達障害についての理解を促すのは

なかなか難しいと思われます。そういうことでは、積極的に機会を利用し、啓発に努めることが必

要だと思います。 

そこで、２点についてお伺いいたします。 

一つ目には、市として発達障害についての理解を促すための取り組みをどのようにされているの

かお聞きします。 

二つ目には、行政を中心とした発達障害支援のネットワークの構築、また市のホームページや市

民講座や市民のボランティア講座などにおける啓発の取り組みについてどのように考えるのかお聞

きいたします。 

三つ目には、発達障害に対しての福祉サービスなどの支援策の取り組みについて２点お伺いいた

します。 

一つ目には、発達障害児、者は、知的障害者や精神障害者の範疇ではとらえられない人が多く、

大半が療育手帳や精神障害手帳が交付されず、福祉的支援が受けられない状況となっております。

制度の谷間にあるこの発達障害者に対し、市独自の救済策は考えられないものかと思います。例え

ば、知的障害者や精神障害者に準ずると医師により判断された発達障害者には、医師の診断書があ

れば、各福祉サービスが受けられるようにしてはいかがなものか考えをお聞きします。 

二つ目には、医療の現場では、さまざまな課題が存在しています。それは、コミュニケーション

に大きな問題がある自閉症児の場合、例えば、歯科医療だけでパニックを引き起こし、治療が思う

ようにできないなどのケースがあります。医師会、歯科医師会などの関係機関と連携され、個人情

報には十分配慮しながら、（仮称）受診サポート手帳等の作成と普及に取り組むことが必要だと考

えますが、いかがなものかお聞きいたします。 

四つ目には、発達障害者への就労の取り組みについてお聞きします。 

発達障害者支援法には、就学前から就労まで適切な支援をつないでいくことにより、発達障害者

の社会的自立を促していくことが明記されています。この点については、関係機関で協議会を設け、

個々にどのようにすれば雇用につなげていけるのかを検討していくことが求められています。そし

て、一人一人に合った雇用先を見つけ、就労への道を開いていくことが大切です。このように、関

係機関で協議会を設け、発達障害者への就労支援対策を展開すべきではないかと考えますが、いか

がなものかお伺いいたします。 

３番目として、発達障害の早期発見への取り組みについてお伺いいたします。 

ここ数年、増加傾向にある発達障害の早期発見を考えてみた場合に、３歳児健診から就学前健診

までの期間の開き過ぎが指摘されています。発達障害の発見については、自閉症や重度、中等度の

精神遅滞などについては、３歳児健診までに発見されることが多く、一方、注意欠陥多動性障害や

学習障害などの軽度発達障害には、３歳児健診までには気づきにくいと言われております。３歳児

健診までには、特に問題が指摘されなかったにもかかわらず、保育所や幼稚園で集団生活を行うよ



うになって、保育士から集団行動がとれないなどの問題を指摘される幼児がいるとのこと。それは

集団生活をする年齢、つまり、５歳程度にならないと適切に指摘できないという大脳の発達段階に

起因していると言われています。就学前健診で、発達障害児であると言われた保護者にとっては、

大変なショックだと思います。あらかじめ就学１年前に健診をすることによって、保護者の受ける

ショックも和らげられるのではないかと思います。 

このように、５歳児健診を行うことによって、指導療育が入れば、子供にとってもよりよい方向

に判断されるのではないかと思います。 

そこで、２点についてお伺いいたします。 

一つには、３歳児健診における発達障害児への取り組みと、ここ数年間の発達障害児についての

診断結果についてどのようになっているのかお聞きいたします。 

二つ目には、乳幼児健診に発達障害の早期発見への取り組みとして、５歳児健診の導入について

いかがなものかお伺いいたします。 

次に、通告番号11番、乳幼児健康診査の取り組みについてお伺いいたします。 

初めに、１番目として、３歳児健診における視能訓練士による視覚検査の導入についてお伺いい

たします。 

最近増加しております低体重の新生児や仮死状態で生まれてくる新生児は、現代医療の発達によ

って、大変喜ばしいことに命が助かるようになりました。しかし、このようにして生まれた新生児

は呼吸や視覚の機能が整っていないことが多く、目に障害がある場合、そのまま放置をしておくと、

視覚認識が発達しないため、生涯にわたり視力が出ず、弱視化や重いものでは目が見えなくなるな

ど、取り返しのつかない障害となるとの疾病例などが見られるようであります。そのような低出生

体重児の障害発生率は、視覚異常では100人に２人、２％と推測されています。特に脳は３歳まで

に急速に発達・発育をし、その能力をつくる情報の90％は、目から入ると医学的にも証明をされて

おります。そういう意味で、脳の形成にも目が最も重要だと言われております。子供の目の機能は、

生後発達を続け、６歳にはほぼ完成されると言われています。遠視、近視、乱視などの屈折異常や

斜視があると良好な視力が得られなくなります。そのため、こうした異常を早期に発見することが

望まれています。 

本市においての３歳児健康診査に際しては、視力検査が主である視覚検査が実施されております。

それは各自にあらかじめランドルト環、眼科疾病発見のアンケート配布、それらのことを各家庭で

実施した上で、健診会場に来てもらい、そこで健診担当医の小児科の先生や保健師が結果をチェッ

クし、異常が疑われる場合は、眼科医に紹介し、精密検査をするとのことであります。現状では、

３歳児健診の視覚検査で異常が発見されなかった場合、就学前健診までその検査の機会がないのが

現状であります。３歳児健診での検査のあり方が早期発見につながるわけで、重要になると思いま

す。 

そこで、お伺いいたします。 

一つ目には、本市での３歳児健康診査での視覚検査についての検査結果について、どのような状

況なのかお聞きします。 

二つ目には、各自が家庭内でランドルト環による検査を行い、健診時に自己申告するという従来

の検査方法については、一部の眼科医から発見精度が低いのではないかとの疑問視する声があがっ



ております。３歳児では、発達に個人差があり、正確な意思表示ができるかどうか疑問が残る上、

保護者の取り組みにもばらつきがあるためだと関係者は指摘しております。視覚異常などの早期発

見による子供たちの健やかな成長を願って、３歳児健診の検査項目に専門医療スタッフである視能

訓練士による視覚検査を導入してはいかがなものか御所見をお伺いいたします。 

次に、２番目として、新生児への聴覚検査への公費助成についてお伺いいたします。 

生まれつき耳が聞こえない。また聞こえにくいという障害を持つ子供は、出生1,000人の中に１

人か２人の割合で産まれてくるそうであります。耳が聞こえないと言葉を覚えることができません。

しかし、できるだけ早い時期に障害を見つけ、治療や訓練を始めることで言葉の発達のハンデを最

小限に抑えることができるとのこと。そして、難聴を新生児段階で発見、療育すれば、正常児と同

程度の言葉が話せるようになるなどの疾病例なども報告されています。今まで、新生児の聴覚障害

はなかなか診断することができませんでした。最近新生児期の検査のため、新生児聴覚スクリーニ

ング検査が用いられています。この検査は、比較的操作が簡単なもので、新生児が生まれて退院す

るまでの１週間の間に、自然熟睡をしている間に検査しており、時間は数分でできるとのことであ

ります。本市における聴覚検査については、３歳児健診を受験された子供さんを対象に、ささやき

声やチンパノメトリーによる聞こえの検査を実施しており、検査結果については耳鼻科の先生によ

り結果をチェックし、聞こえについて心配がある場合は精密検査を勧めているようであります。 

そこで、お伺いいたします。 

一つには、本市での３歳児健康診査での聴覚検査について、検査の結果どのような状況なのかお

聞きいたします。 

二つ目には、新生児の聴覚異常の早期発見、そして早期治療や訓練によって発達のハンデを最小

限に抑えるための新生児の聴覚検査の促進と経済的な負担の軽減のために、新生児聴覚スクリーニ

ング検査に対しての公費助成についていかがなものか御所見をお伺いし、第１問といたします。 

○髙橋勝文議長 この際、暫時休憩といたします。 

  再開は午後１時といたします。 

    休 憩 午前１１時４７分 
                  
    再 開 午後 １時００分 
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○髙橋勝文議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

佐藤市長。 

   〔佐藤洋樹市長 登壇〕 

○佐藤洋樹市長 それでは、那須議員の御質問にお答えしたいと思います。一つは発達障害者への取

り組みについてどうかと、もう１点は乳幼児健診の取り組みについてどうかと、こういうことであ

りましたので、順次お答えを申しあげたいと思います。 

発達障害者への取り組みについての発達障害者への支援体制について御質問がありましたので、

お答えを申しあげたいと思います。 

初めに、市としての基本的な計画を策定して、発達障害者への支援、方向をもっと明示するべき

ではないかという御質問でございます。 

御案内のとおり、平成19年３月に策定した市障害者基本計画は平成19年度を初年度として、27年

度を目標年度としておるわけであります。障害者のライフステージ全体にかかわる施策の方向を定

めたものでありますが、この計画における支援の対象者に発達障害者を明示して含めていることか

らも、身体、知的、精神の３障害にかかわらず、広く障害者全般に係る施策の方向性について定め

ているところであります。したがいまして、私どもは発達障害者に係る基本的な計画としては、既

に策定しているものというふうに考えているところであります。 

また、国におきましても、発達障害者が障害者自立支援法の対象となることを明確にするなど、

障害者の範囲の見直しが図れるようにということでしているわけでありまして、今後は国、県の動

向を注視しながら、より具体的な支援策の必要性について十分検討してまいりたいというふうに考

えているところであります。 

次に、関係課との連携による支援体制についての取り組みの現状と今度の取り組みについての御

質問でございました。御案内のように、寒河江市におきましては、ハートフルセンターを拠点に保

健、福祉、医療及び介護等の一貫したサービスを提供していく体制になっていることから、発達障

害者支援法の趣旨を踏まえて、日常的にそれぞれの部門との連携を取り合いながら、必要に応じて

教育委員会等との連携も図る中で、発達障害者等からの各種相談に適切に対応している状況であり

ます。したがいまして、門前払いを受けたとか、たらい回しにあったというようなケースはこれま

でも生じておらないわけであります。今後におきましても、日常的に連携を、連絡を取り合う中で、

積極的に支援を努めてまいりたいというふうに考えているところであります。 

次に、発達障害についての理解を促すための市としての取り組みはどうかという御質問でありま

すが、これまではハートフルセンターの窓口にパンフレットやチラシを準備し、啓発に努めており

ますし、また、各種の健康教室や子育て支援センター等の事業の機会を利用して、発達障害につい

ての理解を促すよう図ってまいりましたが、今後ともさまざまな機会を活用して、一層啓発に努め

てまいりたいというふうに考えているところであります。 

また、支援のネットワークの構築、さらには市のホームページ、市民講座、ボランティア講座等

における啓発の取り組みについての御質問がございましたが、まず、支援ネットワークの構築につ

きましては、既にこの４月に地域自立支援協議会というものが設立されておりますので、その中で

具体的に対応してまいりたいというふうに考えているところであります。 



さらに、市のホームページ、市民講座、ボランティア講座等における啓発の取り組みについては、

他の市の状況などを見ながら、今後順次検討してまいりたいというふうに考えているところであり

ます。 

次に、制度の谷間にある発達障害者に対して各種福祉サービスが受けられるようにする市独自の

救済策について考えられないか、知的障害者や精神障害者に準じるとの医師の診断書があれば各種

福祉サービスが受けられるようにしてはどうかということでございますけれども、先ほども申しあ

げましたとおり、発達障害者も障害者自立支援法に基づく福祉サービスが受けられるように、現在

国において障害者の範囲の見直しが図られようとしているわけであります。国及び県の動向を注視

しながら、市町村事業として示された福祉サービス等については、支援策を鋭意検討してまいりた

いというふうに考えているところであります。 

また、受診サポート手帳等の作成と普及に取り組むべきと考えるがどうかということであります

が、確かにおっしゃるとおり、意思疎通の難しい発達障害者の方が病気にかかったとき、スムーズ

に診察が受けられるようにするためには、研究すべき課題というふうに思っているところでありま

す。しかしながら、利用している医療機関は市内や西村山地域内に限らず、山形市内を含め、広域

的に利用されていることが実態として考えられるところでありますので、県全体に係る事業として

検討されることがより効果的ではないかというふうに思っているところであります。 

ただ、しかしながら、寒河江市だけでできるような方法があるのかどうかについては、保護者の

皆さんや関係する医療機関等との話し合いの場を利用して、意見を聴取して考えてみたいというふ

うに考えているところであります。 

次に、発達障害者への就労支援の取り組みについての御質問でございますが、発達障害者に対す

る就労支援につきましては、県における支援のあり方全体にかかわる検討の状況や動向を踏まえて

いくべきというふうに考えているところでありますけれども、これまでは、県総合療育訓練センタ

ーに併設されております発達障害者支援センターとの連携のもとに、障害者雇用の窓口機関であり

ますハローワークや自立に向けての就労等を支援している障害者就業・生活支援センター等の活用

を図りながら進めてきたところであります。 

そこで、関係機関で協議会を設け、就労支援策を展開すべきと考えるがどうかという御質問であ

りますが、先ほども申しあげましたとおり、この４月に地域自立支援協議会というものが立ち上が

っておりますので、その場を活用するとともに、必要に応じて、関係機関にも入っていただくこと

などによって、就労支援のネットワークを構築し、支援に当たってまいりたいというふうに考えて

いるところでございます。 

次に、発達障害の早期発見として５歳児健診の導入についての御質問でございますが、まず初め

に、３歳児健診における発達障害児の把握についてと、ここ数年間の健診結果についてお答えを申

しあげたいというふうに思います。 

３歳児健診はあらかじめ保護者に健診調査票を郵送して、当日その調査票により保健師が父母と

面接方式で質問等をしながら、聞き取りをして、調査票の記入確認をしております。さらには、子

供に絵本を見せたり、積み木などを使って言葉の発達ぐあいやコミュニケーションのとり方、落ち

つき、などの状況観察をして、調査票の内容を補足しているわけであります。その調査票に基づき、

小児科の医師が診察をして、発達障害児の把握をしていただいているわけであります。 



ここ数年間の健診結果でありますけれども、平成18年度は受診者数380人のうち、健診担当医師

の判断により、軽い異常のあった要指導が１人、医師の診断や保護者の訴え、保健師の観察により

しばらく子供の発達、成長の様子を見ていこうと判断された要観察が17人、児童相談所での受診対

象となった要精検が２人となっております。 

また、平成19年度は受診者数387人のうち、要指導が１人、要観察が15人、要精検が３人となっ

ております。 

また、平成20年度は受診者数が384人のうち、要指導が３人、要観察が29人、要精検が３人とい

う診断結果となっているところであります。 

そこで、発達障害の早期発見への取り組みとして、５歳児健診の導入についてという御質問でご

ざいますけれども、御案内のとおり、発達障害は対人関係が苦手なことが多いために、集団生活の

中でより目立つことから、集団生活の中で発見しやすいとも、また言われているわけであります。

市内の幼児施設に入所し、集団保育を受けている児童の割合は３歳児健診受診者では84.4％、４歳

児では95.7％、５歳児においては98.3％と高い比率になっておりまして、集団保育の中で発達障害

児を発見しやすい環境にあろうかというふうに認識しているところであります。 

こうしたことから、保健師や家庭相談員が幼児施設との連携をとりながら、発達障害の早期発見、

早期支援に努めているところでございます。これまで、３歳児健診や幼児施設での取り組みの結果、

就学時まで発達障害に気づかなかったというような事例は報告を受けていないという状況にあるわ

けであります。こうしたことから、５歳児の健診の導入ということについては、今のところ考えて

おらないという状況になっております。御理解を賜りたいというふうに思います。 

続きまして、乳幼児健康診査の取り組みについてお答えを申しあげます。４点ほど御質問があり

ましたので、順次お答えを申しあげたいと思います。 

初めに、３歳児健康診査での視覚検査の結果についてでありますが、平成20年度の結果について

申しあげますと、受診者数が384人で、そのうち、要精密検査該当児は19人となっております。そ

して、精密検査受診の結果、異常なしが２人、医療機関で経過観察となった幼児が９人、要治療が

２人で、医師の診察を受けております。 

次に、３歳児健診の結果、視能訓練士による視覚検査の導入をどうかというふうな御質問でござ

いますけれども、御案内のとおり、視能訓練士は視能訓練士法に基づく国家資格で、眼科医の指示

のもと、視機能検査を行うとともに、斜視や弱視の訓練治療に当たる専門医療スタッフであると承

知しているところであります。山形県内では30カ所、寒河江市内には１カ所の眼科医療機関に配置

されているということを聞いております。人材的には大変少ない状況になっているわけでありまし

て、このようなことから、導入にはまだ少し時間がかかるものというふうに考えているところであ

ります。 

なお、県内では視能訓練士による視覚検査を導入している市町村というのはまだないようであり

ます。 

次に、３歳児健康診査での聴覚検査の結果についての御質問がありましたので、お答えを申しあ

げたいと思います。 

平成20年度は受診者384名のうち、ささやき声検査、それからチンパノメトリー検査の結果を専

門医療機関で診断してもらった結果、問題なしが304名、要指導が48名、要精検が13名、要治療、



治療中が19名となっておったところであります。そして、要精検対象者には無料受診券を交付して、

受診勧奨をした結果、要精検受診者は９名で、そのうち問題なしが５名、要治療が４名という結果

になっておりました。 

最後に、新生児における聴覚検査に対しての公的公費助成についての御質問がありましたが、先

天性聴覚障害は、早期に発見され、早期に適切な支援が行われれば、障害による影響が最小限に抑

えられ、コミュニケーションや言語発達が促進されると言われているところであります。特に、生

後６カ月までに訓練を開始した場合、言葉の発達の程度はそれ以降に訓練を開始した子供に比べ、

優位になるため、早期発見、早期療育が重要であるということであります。現在、市内において新

生児における聴覚検査ができる、いわゆる新生児聴覚スクリーニング検査の実施医療機関は２カ所

の産婦人科医院となっておりまして、当該医療機関での出生数は本市全体の約６割を超えていると

いう状況になっているところであります。 

また、市外での出生児につきましても、新生児聴覚スクリーニング検査が受診できる医療機関に

おいて、ほとんど出産をしているという状況になっているわけであります。このようなことから、

聴覚検査は保護者の希望で受診するということになるわけでありますが、多くの乳児が新生児時期

に聴覚検査を受けているのではないかというふうに思っているところであります。 

今後とも機会をとらえて、積極的に新生児における聴覚検査の受診を勧めてまいりたいと考えて

おるところであります。 

また、公費助成につきましては、新生児における聴覚検査の受診の状況、さらには妊産婦の意向

なども踏まえながら、今後子育て支援策の一環としてその必要性について十分検討していきたいと

いうふうに考えているところであります。 

以上であります。 
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平成２１年９月第３回定例会 

○髙橋勝文議長 那須議員。 

○那須 稔議員 それでは、理解を深めるために、２問に入らせていただきたいと思います。 

  一つ目は、寒河江市の障害者基本計画でありますけれども、市長の方からもお話がありましたが、

平成19年にこれが策定されております。それで、この内容を見ますと、第１問でもお話しましたよ

うに、障害者の中でも、精神とか、あるいは知的とか、身体というのがほとんどこれ内容になって

いるようで、人数についても寒河江市内の発達障害者の実態というものがとらえられて、この計画

を策定したのかなという疑問が残ります。特に、先ほど市長からもあった、施策の要するに方向性

とか、あるいは課題、これは全部障害者に通じるわけでありますけれども、特に発達障害者という

のは、先ほども１問でも申しあげたように、非常にとらえにくい部分、それから、市、あるいは県、

国等々における補助事業といいますか、助けといいますか、そういうものがなかなか得られないも

のでありますから、平成17年にこの基本法ができ上がってスタートしたばかりだということで、寒

河江市も19年にこれを制定しておられますけれども、これ法の趣旨をきちんととらえてつくったの

かなという疑問が残ります。 

ですから、そういう意味では、これから基本計画というのは９年間、平成27年まででありますか

ら、当然これ計画というのは、途中でどういう形で進んでいるのか、あるいは当然国の法が改正に

なる可能性もありますので、その辺を見定めた上で、やっぱり中間点できちんとこの見直しをする

ということが私は必要ではないのかなと。ですから、そういう意味で、今ちょうど19年から21年、

22年がちょうど中間点になりますけれども、その辺、この寒河江市障害者基本計画について、中間

点でその見直しをする考えがあるのかどうかお聞きしたいなと思っております。 

それと、先ほどもありました地域自立支援協議会、これがことしの４月から立ち上がったと。そ

してこれはこの基本計画にもありましたけれども、一つの大きな課題でありました。平成19年につ

くったこの基本計画、この地域自立協議会がないために、どうしても各障害者に対しての支援サー

ビスという点で思うように実態把握ができなかったということもあります。ですから、そういう意

味で地域支援協議会が立ち上がったということは、大きな寒河江市内のこれからの障害者に対して

の機会が出てくるのではないのかなと。 

それで、問題点は、要するに協議会のメンバーを見ますと、十数名ほど協議会のメンバーおられ

ますけれども、この中には発達障害者というような網羅された関係機関が入っていないということ

が私は挙げられのではないのかなと。先ほど市長の方からは、市の方で要するに発達障害者をそれ

ぞれ関係する方々をメンバーとする実態の中で、ネットワークを構築していくという話がありまし

たけれども、そのネットワークを構築していくためには、実態調査というものをきちんとすべきで

はないのかと。 

ですから、この地域福祉協議会という中で、立ち上がるんであれば、そのメンバーの中に発達障

害者に関係する機関、私はこれをきちんと入れて取り組んでいくことが大事なのではないのかと。

市長からは、これから入れるという話が入っていくという、就労関係で話がありましたけれども、

その辺、要するにどういうふうなことを考えているのか、特に発達障害者の場合は、先ほどあった

ように、障害者の中でもなかなかわかりづらい。そしてまた、家族会などもまだ市内には立ち上が

っていないかと思いますけれども、その辺の家族会も市として、やっぱり手助けをしながら、きち



んと家族会も立ち上げていくということが私は必要ではないかと思いますけれども、その辺の考え

方についてお聞きしたいと思います。 

それから、これは支援の福祉サービスの件で話がありました。これは発達障害者については、今

のところ国の方でもそれぞれいろいろなサービスについて検討なされているようで、市長からはそ

れを受けてサービスについてそれぞれ発達障害者に対しての取り組みをしていきたいという話があ

りました。そして、特にこの発達障害者については、先ほどあったように、知的、それから身体、

そしてまた精神というような方の谷間にある方でありますので、国のサービスというものもこれは

大事なところかと思いますけれども、私は市として、そういう方に対して、もしも国の方でどんな

サービスかこれはわかりませんけれども、それに上積みをしながら、きちんと取り組んでいく必要

性があるんではないかと思いますけれども、その辺の考え方をお聞きしたいと思います。これは国

の方でまだまだ制度がはっきりしなければわからないと思いますけれども、今の時点での考え方を

お聞きしたいと思います。 

それと、受診サポート手帳でありますけれども、この手帳につきましては、これは全国的にも

年々増加する傾向にあると言われております。そしてこれは平成17年に千葉県が始めまして、先ほ

ど市長からあったように、県全体として取り組んだということで、今では千葉県の各市町では、こ

の受診サポートを使いながら、すべての障害者に対して歯科、医療関係で行った場合に、要するに

余りパニックが起こらないような診療体制をきちんと組んでいると。そして、これは各全国の市、

町におきましても独自でこの受診サポートを発行している地域があります。帯広とか、あるいは歯

科関係だけですと、富山県が県を挙げて歯科関係の機関に対しての受診サポートなども発行してい

るということもあります。 

ですから、私は先ほど市長からあったように、まだ研究課題ということでありますけれども、私

は広域的な面もこれは大事かと思いますが、まずは寒河江市がやると。寒河江市がやることによっ

て、周辺の自治体に影響を与え、ひいては、これは県の方も動かすということになると思いますの

で、その辺もこれは強力にやっぱり進めていただきたいなということをお願いしておきたいと思い

ます。 

それから、５歳児の健診でありますけれども、この５歳児につきましては、３歳児で発達障害児

ということがわかるというのは、やはり自閉症とか、中程度の非常に重いと言われる方は３歳児で

健診のときにある程度発見できますけれども、問題は軽度の発達障害者です。これはなかなかとら

えにくいと。先ほど市長の方からは保育所の保育体制で発見できるという話がありましたが、これ

は３歳時点でも専門の小児科でもなかなかわかりづらいということでありますので、そういう意味

ではやっぱり専門の方にきちんと診査をしてもらう。健診してもらうというような体制が私は必要

ではないのかなと。 

ですから、そういう意味では、今のところ市の方でも例えば市の保育所などについては、これは

年に何回か研修をやられまして、その発達障害者を発見できるための研修会、講習会をやられてお

ります。ところが、これ子供さんの数を見ますと、幼稚園に通っている方も市の方の保育所の倍ぐ

らいおられます。ですから、その辺の方々について、幼稚園での体制、これは市の方ではなかなか

とらえづらいかと思いますけれども、その辺の体制は、要するに大きな問題点になってくるのかな

と。ですから、市の方はこれはきちんと職員の研修やら、いろいろなものをやっておられますけれ



ども、幼稚園に対して、その辺の指導というものはどういうふうになさっているのかお聞きしたい

と思います。 

５歳児健診につきましても、これ全国的には、香川とか、静岡、熊本、長野関係で、それぞれも

う既にこれは各市町村の方で実施されているものが多く出ておられます。そして、これは最初に始

まったのが1996年です。これは鳥取県で始めたわけです。そして、鳥取県のある一つの町が５歳児

健診をしたと。それが最終的には、鳥取県を動かすような健診体制を組んだわけでありますけれど

も、この鳥取県の今の状況を見ますと、2007年の状況からしますと、約1,404名が対象者で、その

うち1,359名が受診されております。96.8％です。そして、そのうち軽度の障害者が9.6％見つかっ

ております。そしてこれを見ますと、３歳児で約65％の発見があったと。そしてあとの35％はこの

５歳児健診で発見があったという統計が出ております。 

ですから、５歳児健診というのは、非常に大事なのかなと。ですから、まずはほかの地域とか、

あるいは県内でどこもやっていないからやらないということではないかと思いますけれども、まず

は寒河江として発信をしてみると。そしてそれがこの地域を動かし、県を動かすような健診体制を

組むということになってくるかと思いますので、再度、その辺について見解をお聞きしたいと思い

ます。 

それから、乳幼児の健診の中で、視能訓練士による視覚検査の導入ということであります。そし

て、これは先ほどもあったように、視能訓練士は国家資格です。そしてこれは全国で約7,000人を

超える方がおられますけれども、山形県には30人と、寒河江市内には１名ということがありました。

これ非常に少ないわけでありますけれども、先ほど１問でも申しあげましたように、目の検査とい

うのは非常に大事です。そしてまた、これは眼科の先生が３歳児健診の際に検査をするんではなく

て、小児科の先生であったり、あるいは保健師の方が検査をされますので、その検査方法、あるい

は親がそれぞれ最初にアンケートに記入しますから、検査方法にばらつきがあります。そういう意

味ではやっぱり専門の方がきちんと３歳児健診の際に健診をすると。このような健診体制を私は組

んでおかないと、やっぱり目の異常というものがあらかじめわからなくてしまって、その就学健診

で発見した際には、もう遅いということがありますので、これも今後の課題のような形で先ほど市

長からありましたけれども、私は早急に導入するように、要望したいと思います。 

それから、新生児聴覚スクリーニング検査、これ公費助成です。そして、これについては、市長

の方からも今後の検討課題という話がありました。これについてもやはり先ほど市長からあったよ

うに、少子化対策の一環と。やっぱりこれは子供を産み育てるための経済的な負担の軽減と、これ

に大きな貢献ができるのではないかなと思いますので、その辺を含めながら、今後よりよい方向に

検討をお願いして、２問目といたします。 
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平成２１年９月第３回定例会 

○髙橋勝文議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 何点か御質問でありますので、順次お答えを申しあげたいと思います。 

  最初に、障害者基本計画の見直しはどうかという御質問かと思いますが、当然のことながら、平

成19年に策定した長期の計画でありますので、その期間の中でさまざまな状況の変化、制度の変化

というものが生じてくるわけでありますので、当然のことながら、ある一定の期間になった段階で

は、これまでの計画の進行状況を検証し、また、見直すべきところは見直し、さらに後期の対策を

講じていくという観点からすれば、当然中間段階あたりでの見直しというものを進めていかなけれ

ばならないというふうに思っているところでありまして、特にこの基本計画の中での発達障害者へ

の対策というものについても、さらに充実していくべき内容を具体的な方策として盛り込んでいく

べきかというふうに私どもも認識しているところでありますので、必要な時期にその見直しを進め

ていくということになろうかと思っているところであります。 

それから、支援のための組織というんですかね、支援団体への市としてのさまざまなサポートを

すべきではないのか。また、設立した支援協議会の中にきっちりとそうした発達障害者の団体等も

織り込むべきではないのかというような御指摘でありますけれども、この実施要領の中にも掲げて

おりますけれども、必要に応じて具体的に関係する団体の参加を求めていくという要綱にはなって

いるわけでありますので、現時点でもそうした発達障害に関係する者、あるいは団体の方の参加を

求めてさまざまな協議をしていくということにはなろうかと思います。そういった意味で、現在の

この協議会の中でも対応していけるというふうに考えておりますし、先ほど来申しあげております

けれども、協議事項としては、寒河江市障害者基本計画の進捗状況についての協議ということも具

体的に項目として掲げておりますので、発達障害者に関するいろいろな対策、状況というものも、

この協議会の中で十分検討していきたいというふうに思っているところであります。 

それから、市としての支援体制と支援を考えていくべきではないのかということでありますけれ

ども、議員御指摘のとおり、国の支援体制、支援の内容というものが明確になった状況を踏まえて、

市としてのさらなる対応が必要なのかどうなのかというものを十分検討していきたいというふうに

考えているところであります。 

それから、受診サポート手帳の作成については、御指摘のとおり、他の自治体というんですかね、

都道府県においては県を挙げて取り組んでいるという状況もただいまお聞きしましたが、また、自

治体、市町村独自でも対応しているという自治体もあられるようでありますので、我々としてもそ

うした市町村での対応が可能かどうかということもつぶさに他の自治体の例なども研究して、寒河

江市の場合どうかということを検討していきたいというふうに考えているところであります。 

それから、５歳児の健診についてであります。これもなかなか鳥取県ですか、そういうところで

実績があって、大変な発見というものの割合が高いという事例であります。ただ、我々としては、

先ほど来申しあげましたとおり、ある程度幼稚園も含めた幼児施設の中で対応をできるのではない

かという現状の認識を持っているところでありますので、この件についてはやはりいろいろな他の

事例なども十分調査させていただいて、寒河江市としてどう取り組むかということを検討させてい

ただければというふうに思っているところであります。 

視能訓練士につきましては、やはり先ほど来申しあげていますとおり、大変重要な職務、そうい



う役割を担うべき職であろうというふうに思っているところであります。ただ、やっぱりいかんせ

んそういう資格を持っている人がなかなか県内に少ないという状況でありますので、これは市単独

でというよりも、県を挙げて取り組むべき課題かなというふうに思いますので、我々としてはぜひ

県の方にも申しあげて、全体としてそういう訓練士の養成というものに取り組んでいけるよう努力

してまいりたいというふうに考えているところであります。 

以上であります。 
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平成２１年９月第３回定例会 

○髙橋勝文議長 那須議員。 

○那須 稔議員 市長からは何点か回答がありましたけれども、これ発達障害者につきましては、や

はり法律ができ上がってから浅いということもありますので、なかなか市としても取り組みづらい

点があるのかなと、このように思っているところです。 

そして、これはちょうど発達障害者の法律ができ上がった際に、全国で何カ所かモデルというこ

とで事業を展開している市町村がありますけれども、その中で田辺市という市がありまして、その

中では、モデル事業として発達障害者支援コーディネーター、これを配置して、きちんと業務の遂

行を行っていると。それから、当然連絡調整会議を配置して、医療、保健、福祉、保育、教育、労

働、いろいろな発達障害に関係する連絡調整会議、これは先ほど言った地域自立支援協議会と同じ

ような形になってくるんですけれども、その辺のところをきちんと立ち上げながら、発達障害を入

れて、きちんと連絡協議会を調整を行っていると。 

それから、発達障害については、個別支援計画を立てていると。ですから、要するに個別にどう

いうふうな支援が必要なのかと。これは先ほど言ったように、発達障害というのはなかなかわかり

づらいということから、個人的に個別支援計画を立て、その中できちんと取り組んでいるというこ

とであります。 

それと市民の啓発関係などについては、講演会とか、あるいはボランティアにおける講演会、い

ろいろなふうに開きながら、発達障害の実態、あるいは発達障害に対して市民の皆様方に啓発をす

るという事業、そしてまた、関係する教育者とか、あるいはいろいろな方々に職員に対して、発達

障害ということに対しての研修会を何回も開いているというようなことで、事業に取り組んでいる

と。これが先ほどあったように、発達障害者のライフステージ、一貫した支援体制というものを整

えるために行っているというような市の事例もあります。 

ですから、こんなところを参考にしていただきながら、寒河江市としても、これからの発達障害

者に対しての取り組みを一層取り組んでいただきたいなと思っております。 

それと、先ほど市長からあったように、県に対しての要望、これも非常に大きいのかなと。です

から、県の動きがきちんと定まらないと、市の方の動きも定まらないというのが結構あります。で

すから、県に対して、やっぱり声をあげていただくと。そして、県の状況が変わることによって市

が変わりますので、あるいは市が発信することによって県が変わりますので、その辺のところで市

の方に対していろいろな要望と、それから発達障害者に対しての実態調査、これがなかなか私は寒

河江市がまだ行っていなのではないかと。ですから、きちんと実態調査をして、その上でどういう

ふうにいくかと。実態調査をしないと何も始まらないんです。ですから、まずは実態調査、これに

取り組んでいただいて、やっぱり発達障害者が生き生きと生きられるような寒河江市というものを

つくっていただくことをお願いして３問を終わります。 
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平成２１年９月第３回定例会 

○髙橋勝文議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 今那須議員からも御指摘ありましたけれども、この発達障害者への支援というのは、

本当に歴史がまだ浅いわけであります。17年に法ができたということでありますし、そして、県の

支援センターなるものも、本当にニ、三年前の設立ということで、他県の今事例を披露していただ

きましたけれども、そういう意味では山形県全体的にまだおくれているということが一面言えるの

ではないかというふうに思っているところであります。 

そうした中で、大変障害を持つ方々の支援という意味で、重要な、そして子供の日常生活での発

見でありますので、大変早期発見、早期治療というものが重要な発達障害でありますので、我々と

しても県と一緒になって、できる限りいろいろな面で支援を強力に進めていきたいということで市

の方からも県の方に申しあげて、県の方で何とか講じていただく部分については、積極的に対応し

ていただけるように発言をしていきたいというふうに思いますので、御理解を賜りたいと思います。 

○髙橋勝文議長 以上で一般質問は全部終了いたしました。 

 

   散    会    午後１時４３分 

 

○髙橋勝文議長 本日はこれにて散会いたします。 

  大変御苦労さまでした。 
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